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公益社団法人熊本県林業公社社有林産物調査処分規程 
 

 

第１章 総則 

（趣 旨） 

第１条 この規定は、公益社団法人熊本県林業公社（以下「公社」という。）社有林

産物の調査及び処分に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定 義） 

第２条 この規定において「産物」とは、公社が地上権を有する森林から生産される

林木等をいう。 

 

第２章 収穫調査 

（調査計画） 

第３条 次年度処分に係る収穫調査計画は、森林経営計画に基づき、現地の事情を考

慮して、次年度処分に係る収穫調査計画を年度当初に決定するものとする。 

 

（収穫調査の時期） 

第４条 収穫調査は、原則として処分予定年度の前年度末までに行うものとする。た

だし、風雪、病害虫等による被害木又は搬出支障木その他の事由により、前条の計

画外の箇所について調査する必要が生じた場合は、その都度調査するものとする。 

 

（収穫調査の有効期間） 

第５条 収穫調査の有効期間は２年間とする。 

 

（収穫調査事項） 

第６条 収穫調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

  （１）収穫区域の面積 

 （２）産物の種類及び品質 

  （３）産物の数量 

  （４）産物の評価因子に関する事項 

  （５）その他必要な事項 

 

（収穫調査報告） 

第７条 収穫調査の報告にあたっては、次の各号に掲げる書類を添付するものとする。 

 （１）収穫調査総括表     （別記第１号様式の１） 

 （２）収穫調査集計表     （   〃    ２） 

 （３）樹高算定表       （   〃    ３） 

 （４）樹高曲線図       （   〃    ４） 

 （５）径級別調査表      （   〃    ５） 

 （６）標準地調査材積計算表  （   〃    ６） 
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 （７）標準地調査材積集計表  （   〃    ７） 

 （８）野帳 

 （ア）毎木調査野帳     （   〃    ８） 

 （イ）測量野帳       （   〃    ９） 

 （９）図面 

（ア）区域実測図 

（イ）位置図（施業図に区域を明示したもの） 

（１０）概況写真 

（１１）参考資料 

（ア）林況及び選木方針 

（イ）評価因子（利用率、品等、材質、生産費等） 

（ウ）素材生産又は処分に関する意見（事業形態、処分区分等） 

（エ） 搬出経路 

（オ） 調査に要した人員、経費（賃金） 

（カ） その他 

 

第２節 区域の調査 

（区域調査） 

第８条 調査区域は、施業図等に基づき、現地踏査の上確定し、周囲測量を行い、そ

の面積を算出するとともに位置図及び区域図を作成するものとする。 

２ 毎木調査で次の各号に該当するときは、その部分の区域周囲測量を省略し、既往

の測量結果をこれに代えることができる。 

 （１）調査区域の境界が既往の測量結果と一致するとき。 

 （２）間伐木調査区域の境界が、林小班又は林分の全部又は一部と一致するとき 

 （３）点在木を調査するとき 

３ 調査区域の境界判定に疑問が生じたときは、関係者の立ち会いを求め、境界を確

定しなければならない。 

４ 一つの調査区域について、林相、搬出条件、処分条件等の諸条件により、処分や

評価を分ける必要があると認める場合は、それぞれに区分して調査する。 

 

（区域図） 

第９条 区域図の縮尺は、５，０００分の１とする。 

２ 周囲測量における閉そく公差は、測定の総和の５０分の１以内とする。 

３ 面積の単位はヘクタールとし、小数点以下３位を四捨五入する。 

４ 周囲測量の測点は、２点以上において境界標に計測し、その実測位置を明らかに

しなければならない。ただし、境界標に計測することが困難な場合は、施業図上確

認できる明確な地点に計測するものとする。 

 

（区域の表示） 

第１０条 調査区域の境界は伐開して、区域線を明瞭にし、「熊本県林業公社極印使

用規程」によってその規定する箇所に押印するとともに、区域内の外周立木にテー
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プ・白ペンキをもって表示するものとする。ただし、間伐木調査の場合や調査区域

外と明瞭に識別でき誤伐盗伐の恐れがない場合は、白ペンキ等を省略することがで

きる。 

 

（測点の表示） 

第１１条 調査区域の各測点には、測杭を埋設し、測点の位置を明らかにするものと

する。 

 

第３節 立木の調査 

（立木の分類） 

第１２条 用材用の立木は、次の基準により分類するものとする。 

 （１）正常木：以下のいずれにも該当しないもの 

 （２）曲り木：全幹部にわたって４メートル直材の採材ができないもの 

 （３）二股木：分岐が樹高の３分の２以下であって、かつ胸高部位以上であるもの 

 （４）損傷木：欠損木、折損木、空洞木等全幹部にわたって４メートル直材の採材

ができないもの 

 

（胸高直径の測定） 

第１３条 胸高直径は、傾斜の上方地際から１．２メートルの位置を輪尺で山側から

測定するものとする。 

２ 測定値は、２センチメートル括約とする。 

３ 樹幹断面が扁平・だ円形等の立木であって、胸高直径の最小最大の差が４センチ

メートル以上の場合は、その測定値の平均とする。 

４ 胸高位置に枝・節等による著しい不整形状を有する立木は、その上下の正常な部

分で等間隔にある直径を測定し平均する。 

 

（樹高の測定） 

第１４条 樹高は、傾斜の上方地際から梢頭までの全長を測高器又は測竿等で測定す

るものとする。 

２ 樹高の測定は、１メートルを単位とし、端数は四捨五入する。 

 

（立木材積の算定） 

第１５条 立木材積は、熊本県県有林適用の立木材積表により求めるものとする。 

２ 単位は、立方メートルとし、小数点３位以下を四捨五入する。 

 

（伐倒木等の材積算定） 

第１６条 伐倒木及び転倒木の材積は、立木に準じ胸高部の直径及び全長を測定して

算出するものとする。 

 

（不整形木の材積算定） 

第１７条 欠頂木等の不整木の材積は、次の基準によって算出するものとする。 
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 （１）欠頂木の材積は、欠頂部の長さを推定し、樹高を算出して算定する。 

 （２）胸高部以下において分岐するものは、おのおの独立とみなし、それぞれ測定

して算定する。 

 （３）折損木及び外部から認めることのできる空洞木等の材積は、その欠除部分の

材積を控除する。 

 

（盗木、誤伐木等の材積算定） 

第１８条 盗木、誤伐木等で立木の状態で測定できない場合は、出材材積から逆算す

るか、近くの根元直径がほぼ等しい根株を有する立木の材積から推定して算定する

ものとする。 

 

（素材材積） 

第１９条 素材材積の測定は、日本農林規格の規定によるものとする。 

 

（根株等の算定） 

第２０条 枝条及び根株等の算定は、立木の標準値に準じて行うものとする。 

 

第４節 林分の調査 

（主伐木の調査） 

第２１条 主伐木の調査は、次により実施するものとする。 

 （１）針葉樹林：毎木調査法によるものとし、胸高直径６センチメートル以上の立

木について調査する。 

 （２）広葉樹林：天然生広葉樹林にあっては、標準地調査法によるものとし、胸高

直径８センチメートル以上の立木について調査する。ただし、胸高直径３０セン

チメートル以上の立木については、標準地調査法から除外して別途毎木調査法に

より調査するものとする。 

    広葉樹人工林にあっては、毎木調査法によるものとし、胸高直径４センチメ

ートル以上の立木について調査する。 

 （３）混生樹 

   ア  主林木の調査を目的とする林分に混生する広葉樹の調査は、毎木調査法に

よるものとし、胸高直径８センチメートル以上のものについて調査する。 

   イ  主林木に混生する広葉樹を除伐の目的で調査する場合は、標準地調査によ

るものとし、胸高直径８センチメートル以上のものについて調査する。 

 

（間伐木の調査） 

第２２条 間伐木の調査は次により実施するものとする。 

 （１）区域調査：第８条の規定により実施する。 

 （２）間伐木の選定：間伐木の選定にあたっては、対象林分の状況を十分に把握し、

収益性の向上や残存木の成長、気象災害の危険性などを配慮したものとし、作業

の機械化による効率化が期待できる列状間伐についても検討を行った上で、別に

定める熊本県林業公社分収林事業実施基準により実施する。 
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 （３）間伐木の材積測定：毎木調査法により実施する。 

 （４）間伐率の算定：間伐調査区域林分を標準地調査法により、本数、樹高、材積

を算定し、間伐木本数、材積の比により間伐率とする。 

 （５）間伐木の表示：間伐木には、間伐木であることが容易に判断できるようテー

プ等で表示するとともに、根ぎわにナンバーテープを貼付する。 

 

（利用率等の算出） 

第２３条 利用率は、林分を構成する直径階を直径級に区分し、その標準木について、

合理的な伐採方法によって生産される素材の種類別（品等、長級、径級別）生産調

査、測定を行い算出するものとする。 

２ 直径級の区分は次のとおりとする。 

直径級 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

範囲 10cm以下 12～16 18～22 24～28 30～34 36以上 

 

（林分材積の測定法） 

第２４条 林分材積の測定方法は、次のとおりとする。 

  （１）毎木調査法 

    胸高直径については、全林の毎木を測定し、樹高については適当数の標本木

の樹高を測定のうえ、直径階ごとに平均樹高を算定し、林分材積を算出するも

のとする。 

   ア この調査法は、針葉樹人工造林地のような、林相が均質で立木数が多く、

かつ直径階ごとの樹高が、おおむね均等であると認められる場合に適用する。 

   イ 標本木の選定は、全区域からまんべんなく任意に抽出するものとし、その

本数は林分を構成する直径階数の１０倍相当数以上、又は全林分本数の３パー

セント以上とする。 

   ウ 標本木の測定は、毎木について胸高直径を測定し、樹高は実測及び比較目

測の併用により測定する。 

   エ 直径階ごとの平均樹高は、標本木測定の結果に基づき、直径階ごとの平均

樹高を算出し、直径と樹高との関係を曲線グラフとし、その曲線を更正のうえ、

各直径階ごとの更正樹高を決定する。 

  （２）標準地法 

    標準地法による調査は、調査区域内に標準地を設け、その立木について毎木

調査法により本数、樹高、材積等を調査し、比例計算により調査区域全体の林

分材積を算出するものとする。 

ア この調査法による調査は、調査面積が広大で立木価格が安く、高い 調査

精度を要しない場合に適用する。 

   イ 標準地の選定は、林分の疎密度、樹種混合歩合、径級配置、成長状況を考

慮し、全林分を代表すると認められる箇所を選定する。ただし、林相が不揃い

な林分においては、全林分を林相に応じて適宜区分し、当該区分ごとに標準地

を設定する。 

   ウ 標準地は、なるべく沢から峰にかけて帯状に設けるものとし、標準地面積



- 502 -

の合計は調査対象面積の５パーセント以上とする。ただし、１箇所の標準地の

面積は０．１ヘクタールを下らないものとする。 

 

第２章 産物の評価 

（売却価格の評定） 

第２５条 産物を売り払おうとするときは、市場価格、事業費、生産歩合、事業資金

回収期間、金利、事業利益率等を因子として、市場価逆算法により当該産物の売却

価格を評定するものとする。 

２ 価格評定調書は、次に掲げる様式による。 

（１）評定調書         （別記第２号様式の１） 

（２）評定額計算書       （   〃    ２） 

（３）直径級別市場価格計算書  （   〃    ３） 

（４）事業費等算出基礎   （   〃    ４） 

（５）市況率調書        （   〃    ５） 

（６）市況推移表 

３ 金額の単位は、円とし、積算の都度単位以下は切り捨てるものとする。 

４ 立木単価が１立方メートル当たり１円未満となる場合は、１立方メートル当たり

立木 単価を１円とする。 

 

（規 格） 

第２６条 公社有林一般用材の品等、径級、長級は、日本農林規格に準じて区分する

ものとする。 

 

（立木の評価） 

第２７条 立木の評価は、市場価逆算法に基づき次の式によるものとする。 

 

Ｘ＝ｆ（        －Ｂ）Ｖ 

 

 

ただし、上式において Ｘ：立木価格 ｆ：利用率 Ｖ：立木材積 

Ａ：素材の単位材積あたり市場価格  ｎ：事業資金回収期間 

ｒ：事業利益率 ｐ：金利 Ｂ：単位材積あたりの事業費合計 

 

（素材基準価格及び生産事業費単価） 

第２８条 公社有林一般用材立木価格は、素材基準価格及び生産事業費単価を基準と

して評価するものとする。 

２ 素材基準価格及び生産事業費単価は、毎年度公社が定めるものとする。 

 

（価格算定の因子） 

第２９条 市場価格は、次により算出するものとする。 

 （１）一般用材 

   Ａ 

１＋ｎｐ＋ｒ 
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  市場価格＝素材基準価格×市況率 

  市況率は、林野庁発行の木材市況月報に登載された本県市場価格（以下「月報

価格」という。）を用い、次により算出する。 

 

市況率＝             ×変動率 

 

 ただし、上式において 

 

変動率＝｛（             ＋                

  

 

＋                ）÷３｝ｎ 

 

ｎ：評価時使用月報から評価時までの月数 

 

 （２）パルプ材、チップ材、杭木、シイタケ原木 

 木材市況月報に掲げる該当材の工場渡価格を市場価格とする。ただし、同月

報に該当材価格のないものについては、評価時又は評価時に近い時期における

実取引価格をもって市場価格とすることができる。 

 

 

 

（事業資金回収期間） 

第３０条 事業資金回収期間は、次表に掲げるところによる。 

区分 

 

期間 区分 

 

期間 

主伐 間伐 主伐 間伐 

100ｍ3未満 ２ヶ月 ３ヶ月 1000～1500m3 ５ヶ月 ７ヶ月 

100～500m3 ３ヶ月 ４ヶ月 1500～2000m3 ６ヶ月 ９ヶ月 

500～1000m3 ４ヶ月 ６ヶ月 2000m3以上 ７ヶ月  

（注）主伐は事業期間の 1/2 とし、間伐は主伐の 13/10 として算定。 

 

（事業資金金利） 

第３１条 事業資金の金利は、月利率０．００１５とする。 

 

（事業利益率） 

第３２条 事業利益率は、０．１とする。 

 

（事業費） 

第３３条 事業費合計は、立木の伐倒から製品の販売までに要する単位材積あたり経

費の総計であって、次の各号によって算定する。 

 （１）一般用材 

評価時使用の月報価格 

前年度平均月報価格 

   評価時使用の月報価格 

  評価時から１ヶ月前の月報価格 

評価時から１ヶ月前の月報価格 

 評価時から２ヶ月前の月報価格 

評価時から２ヶ月前の月報価格 

 評価時から３ヶ月前の月報価格 
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   ア 伐木造材費：伐倒、玉切りに要する経費 

   イ 集材費：製品を林内又は中間土場に集積する経費 

   ウ 運材費：林内集積地又は中間土場から市場又は市場近郊工場に集積するま

での事業費 

   エ 使用料及び賃借料：土場損料及び道路・索道敷使用料 

   オ 諸雑費：労務管理費、保険料通信費等の経費（ア～ウの合計額の１５％以

内とする。） 

   カ 消費税：消費税法に基づく税額 

 （２）パルプ材、チップ材、杭木、しいたけ原木 

   一般用材に準ずる。 

 

（搬出支障木の評価） 

第３４条 売払物件搬出に伴う支障木の評価については、その支障木の樹種、形質等

の条件が搬出木と類似している場合は、搬出木の売却価格に準ずるものとする。支

障木の樹種、形質等の条件が売却物件と類似していない場合は、売却物件評価当時

における市場価格を基礎とする。 

 

第３章 産物の処分 

（産物の売払い） 

第３５条 公社有林産物の売払いは、林業公社経営計画書に基づき毎年度定める処分

計画に基づく「計画処分」とそれ以外の「計画外処分」により行う。 

２ 売払いは、原則として一般競争入札によるものとし、熊本県競争契約入札心得（昭

和３９年７月１日告示第４２０号）に準じた取扱いを行うものとする。 

ただし、以下の場合で必要と認めたときは、指名競争入札又は随意契約の方法に

よることができる。 

 （１）指名競争入札ができる場合は、売払物産の伐出又は採取に特殊な機械及び技

術を要するとき。 

 （２）随意契約のできる場合は、次の各号に揚げるときである。 

   ア 間伐木について、伐倒木を山床で処分するとき。 

   イ 造林、搬出に伴う支障木又は被害木を売払うとき。 

   ウ クヌギをしいたけ原木として売払うとき。 

   エ その他、公社有林経営上特に理事長が必要と認めたとき。 

３ 随意契約により産物を買受けようとする者には、払い下げ願（別記第７号様式）

を提出させるものとする。 

４ 副産物の払い下げについては、主産物の処分に準ずるものとする。 

 

（入札者の資格） 

第３６条 一般競争入札及び指名競争入札(以下「一般競争入札等」という。)に参加

できる者は、熊本県木材業及び製材業登録を受けた者等とする。ただし、薪炭原木

及びしいたけ原木の入札については、熊本県木材業及び製材業会員登録に登録され

た者等の資格を必要としない。 
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２ 一般競争入札等に参加できる者が地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号

に掲げる者のいずれかに該当すると判明した場合又は営業を廃止した場合は、一般

競争入札等に参加させないものとする。 

３ 一般競争入札等に参加できる者が次の各号のいずれかに該当することが判明し

た場合は、その者を入札に参加させないものとする。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認めら

れる場合 

（２）木材業及び製材業を営む上で必要な許認可・免許等が失効し、又は取り消さ

れた者 

（３）虚偽の申請その他不正な方法により入札参加資格を得た者 

（４）経営状況が著しく不良となり、入札に参加させることが不適当と認められる

者 

（５）暴力団関係者である場合等、入札に参加させることが不適当と認められる者 

（６）その他理事長が公社の契約相手として不適当であると認めた者 

４ 理事長は、前２項の規定により一般競争入札等に参加させないこととしたときは、

遅滞なくその旨を当該者に通知するものとする。 

 

（入札書の様式） 

第３７条 一般競争入札及び指名競争入札における入札書は、別記第３号様式とす

る。 

 

（入札書の無効） 

第３８条 次の各号に該当する入札書は、無効とする。 

 （１）一般競争入札及び指名競争入札に際し、不正の行為があったと認めたとき。 

 （２）入札者が、本人又は代理人と認定し難いもの。 

 （３）金額、住所、氏名、押印その他の記載事項が不明で確認し難いもの。 

（４）入札保証金の納付がないもの。（入札保証金の納付が免除された場合を除く。） 

 （５）その都度定める入札用件に違反する者の入札したもの。 

 （６）同一物件に二通以上の入札をしたもの。 

 （７）競争入札に参加する資格を有しない者が入札したもの。 

 （８）入札金額の前に￥を入れない入札書で入札したもの。 

 （９）同一物件の入札について他人の代理人を兼ね、または二人以上の代理をした

者が行った入札。 

（１０）委任状がない代理人による入札。 

 

（売買契約） 

第３９条 売買契約書は、別記第４号の１により作成するものとする。 

ただし、買受人が熊本県林業公社社有林立木等売払代金の延納に関する規定及び同

実施要領に基づく延納の特約をしようとする場合は、別記第４号の２による売買契

約書（延納特約）を作成するものとする。 
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（契約締結の時期） 

第４０条 落札者に落札の日から１４日以内に契約を締結させなければならないも

のとする。 

 

（根株の所属） 

第４１条 立木の売払いにおいては、契約に特別に定めた場合のほか、根株を含まな

いものとする。 

 

（立木の極印） 

第４２条 立木の買受人に、当該立木の根株の極印が押印された部分やナンバーテー

プを滅失又は損傷させないよう措置するものとする。 

２ 立木の買受人が、前項の極印が押印された部分等を誤って滅失又は損傷したとき

は、遅滞なく届出させるものとする。 

 

 

（代金の納付） 

第４３条 売買代金は、公社が発行する納入通知書により、指定する期日までに納入

させるものとする。ただし、契約保証金は、代金完納の際代金の一部に充当させる

ことができるものとする。 

 

（産物の引渡し） 

第４４条 売払産物の引渡しは、代金の全部の納入があった日（代金延納の特約があ

る場合においては延納担保の提供された日）から１０日以内とする。 

２ 前項の引渡しを行った場合は、買受人に受領書（別記第５号様式）を提出させる

ものとする。 

 

（産物の搬出期限） 

第４５条 産物の搬出期限は、次表に揚げる標準的な伐採期間をもとに契約時期、木

材価格や制限林の状況、他の伐区の状況等を総合的に判断するものとする。 

 

数量 主伐期間 間伐期間 

3,000 ㎥未満 

3,000 ㎥以上 5,000 ㎥未満 

5,000 ㎥以上 

 

24 ヵ月 

30 〃 

36 〃 

12 ヵ月 

18 〃 

 

２ 買受人がやむを得ない理由により搬出期限の延長を必要とする場合は、期限満了

３０日前までにその事由を付してこれを申請させなければならない。搬出期限の延

長については、その事由を審査し、公社が定めた期間の 1/2 の範囲内で延長を認め

ることができる。なお、期限満了日前３０日を過ぎた後に災害等特別の事由が発生

した場合には７日前まで搬出期限の延長を申請することができるものとする。 
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３ 第２項のうち、買受人の責に帰する理由により延期を認めたときは、売払代金に

延期日数 1 日につき、「政府契約の支払い遅延防止等に関する法律」に基づく遅延

利息の割合で計算した額の延滞金を納付させるものとする。 

４ 天災その他不可抗力により物件を搬出することができない期間は、買受人が遅滞

なくその理由を付して期限延期を申し出て公社の承認を受けたときに限り、搬出期

間に算入しない。 

 

（跡地検査） 

第４６条 買受人が売払産物の搬出を終了したときは、直ちに完了届（別記第６号様

式）を提出させ検査するものとする。 

 

 

（未搬出物の処置） 

第４７条 搬出完了に伴う跡地検査後又は搬出期限経過後に残存する搬出未済産物

の所有権は公社に帰属するものとする。 

 

第４章 雑則 

（書類の経由） 

第４８条 計画外処分に関し、この規定により産物の買受人（払い下げ者）又は買受

けようとする者（払い下げ希望者）のする諸手続きは、産物所在の事業所長を経て

行わせるものとする。 

 

 

附 則 

この規程は、昭和５８年９月２７日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１７年１２月５日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和５年８月３０日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和７年１月６日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 


